







は着実に積み重ねられている。姜徳相『朝鮮人学徒出陣』 （岩波書店、一九九七年）は、一九四三年に実施されたいわゆる「学徒出陣」の際、日本人とともに兵役の対象となった朝鮮人 生をとりあげ 「内地」での動きも含めてその動員過程を丹念に明らかにしている。漆畑充「植民地期における朝鮮奨学会に関する一考察」 （ 『日本の教育史学』第四八集、二〇〇五年）は、二〇〇一年







































びに朝鮮奨学会が設立された。いずれも、 「朝鮮人学生生徒」を「忠良有為ナル皇国臣民」たらしむるように「指導保護」をおこなうことを目的に掲げた。維持財団・奨学会ともに朝鮮民事令にもとづく法人として開設され、奨学会は維持財団から資金・土地・建物・設備の供給を受けて朝鮮人学生の対策実務 あたる機関と て位置づけられた。設立当初の規程では奨学会自体の事務所は朝鮮総督府学務局学務課内に置かれ、東京事務所を東京市淀橋区角筈二―四九に設けた。奨学会には総裁会長・理事長が置か たほか、東京事務所に庶務（総務） ・指導・保護・職業の四部が設けられた。奨学会の総裁は南次郎（朝鮮総督） 会長は大野緑一郎（朝鮮総督府政 総監・朝鮮奨学会維持財団理事長） 、理事長は大竹十郎（前 督府内務局長）が就任し その後一九四二年五月、川岸文三郎（前国民総力朝鮮連盟局総長）が新たに理事 として迎えられ、同じ時期に朝鮮総督を辞任した南次郎は後任の小磯国昭総督からの要請で総裁に留任した（なお、会長に 新任の政務総監である田中武雄が就 ） 。
奨学会の業務内容は大別して「進学指導」 ・ 「在学生指




会は「内地」の民法による文部・厚生両省共管の財団法人とされ、朝鮮総督府内に置かれていた事務所は学務局内の京城事務所となった。役員につい は、理事として、朝鮮総督府の関係局長（学務・警務・司政）および総督府東京事務所長のほか、文部省専門学務局長・厚生省生活局長・内務省警保局長・内務省管理局長 中央協和会理事長が新たに加わった。会長職は廃止され、総裁・理事長には現任者がそ ぞれ改めて迎えられた。これ以降、日本敗戦直後に至るまで南次郎総裁・川岸文三郎理事長のもの、奨学会は運営 ることになる。
この改組に伴い、①「進学指導（中等学校より上級学








あたっても協和会と奨学会の間で懸隔があった とがうかがえる。（三） 「進学保証制度」の発足と展開「進学指導」の中核をなす「進学保証制度」については漆畑充・前掲論稿で既にとりあげられている ころであるが、当該制度は本稿で扱う「内地進学」を大きく定したものであることから、ここでも改めてまとめておきたい。　「進学保証制度」とは、朝鮮内の中等学校から「内地」
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「内地進学」希望者のすべてに「進学保証制度」が適用されることになった。これにより、 「進学保証制度」の対象は「内地」の中等学校生徒にも拡大するとともに、「内地」の各学校には「朝鮮人生徒ノ志願者ハ本会ノ保証推薦アル者ニ限リ入学セシムル」よう要請し、 「本会ノ推薦無之朝鮮人生徒ノ ハ到底不可能」とした
（15）。
































ず「朝鮮在住内地人子弟」に対象を拡大することが企図されている。これは一九四四年一一月、文部省による「現地」での「総合銓衡」実施決定に伴う措置である。「総合銓衡」とは「外地又ハ外国在住者ニシテ内地高等専門学校等ヘ進学志望スル者ノ入学 銓衡実施要項」にもとづき、 「現地就学」を原則としつつも「内地進学」希望者については「官公私立学校ヲ通ジ一括シ現 ニ於テ入学者ノ総合銓衡ヲ実施」するものである。これにより朝鮮の場合、朝鮮在住の朝鮮人・ 「内地人」を一括して京城府の銓衡会で入学者を決定する形式がとられた
（24）。前記の対象拡大措置は、朝鮮在住「内地人」の中




















































































的な方針および対策案の提示があった。「方針」としては、 「内地進学」については「外地ノ中等学校ヲ卒業セル者ニシテ内地ノ専門学校以上ヘノ進学者」のみを対象とすること（この時は「内地ノ中等学校卒業者」については別途検討 されるが 先述の通り








 総督府は「内地進学 希望者に対し「事前周到ナル調査」を実施し、 「優良ナル者」については推薦の「内申書」を希望先の学校に送付すること。
　（ニ）
 前項の「優良 の判定基準は 日本国民タルノ資質」に置くこと。
　（ホ）
 「内地」の諸学校では入学の諾否にあたり「内申書ヲ重視」すること。ただし「内申書 有セザル者ニ対シ入学願書ヲ受理セザル等特ニ不利ナル取扱ヲナシ学生ヲシテ進学制限ヲ受クルガ如キ感ヲ生ゼシムルガ如キハ能フ限リ之ヲ避ケ総督府ヨリノ推薦 受ケザル者ハ自ラ成績不良等ノ原因ニ依リ進学不可能トナルガ如ク考慮スコト」 。
　（ヘ）









に持ち越しとなった。しかし、第三回の委員会から後の会合の記録は「奨学会関係」簿冊 は見られない。ただ、 「第三回外地学生指導対策委員会協議要領」にある文案には対策（ハ）以降の項目について書込みがあり改訂の手がかりが得られる形になっている。 （ハ）については、 「内申書」の送付 関わ 事項につき、 「優良ナル者ニハ朝鮮奨学会ニ通報ス朝鮮奨学会ハ総督府ヨリ通報アリタル者ニ付テハ同人ノ身上ニ関スル保証ヲナスコトトシ其ノ旨ヲ内地ノ志望学校ニ通知スルコト」 の一
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やりとりや、 「内地」側と朝鮮側の諸学校間の議論などを通じて、朝鮮人の 進学」をめぐる認識を ていく。（一）朝鮮人在学生をめぐる重圧・不信の高まり　「外地学生指導対策委員会」における「決議」以後、委員会の方針・対策を具体的な形で取り込んだ指示 文部省からあいついで諸学校に送られたと見られ 。 「遠山日誌」によれば、一九四二年一月二七日付で、朝鮮内中等学校の卒業者・修了者の入学諾否にあたり朝鮮奨学会による「保証を重視されたし」という旨 文部省の通
達を立教大学が受領していることが分かる
（40）。とはい
え、この段階で大学等にお て奨学会の要請をどれだけ拘束力のあるものとして受けとめたのかには疑問が残る。同年七月一四日に官公私立大学学長会議が開催されているが、そ 際の「遠山日誌」には朝鮮人の入学に関する議題について触れた記述 ある。そこには「鮮人入学は朝鮮奨学会あり、之を重視され度きも、必しも其推薦が入学を決定せす 知徳体〔単に記憶力のみによらず〕に鑑みて入学を許されたし」とある
（41）。
その一方、大学内においては朝鮮人学生に対する監視





























点（ 「進学保証」 「入学」 「学生生徒ノ保護指導」 「就職斡旋」 「錬成会ノ実施」 「学資貸給与」 「事務連絡」 ）の提示があった。そこでは、 「進学保証制度」の趣旨・手続きや、貸給費生制度に関する説明がなされ、錬成会などの実施や就職の斡旋に対す 協力 要請があった。 「進学保証」についてはその 趣旨ヲ御諒解ノ上其ノ利用ニツキ御配慮御協力」を、入学銓衡については「実力ニ応ジ適当数ノ入学ヲ許可」することを諸学校に求めた。
その後の議論においては、朝鮮人で人物・学力が優秀
な者でも就職が困難であり学校による就職斡旋も不調に終わる場合が多いという現状が改めて確認されており、朝鮮人の入学自体に対する躊躇や、就職できないことへの煩悶から朝鮮人の「思想悪化」につながる懸念が表明されている。そのなかで、奨学会 よる就職斡旋への期待が表明されており、奨学会の「進学保証制度」を就職保証とセットにすべきとする提案 なされて る。
一九四三年の懇談会
（51）では、奨学会側から「進学状
況」 ・ 「進学指導」 ・ 「在 生指導」 ・ 「卒業生 斡旋」などに関する説明 あった。その か 「進学 制度」
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朝鮮人入学者数の減少を認めつつも、定員厳守 めに「内地」の中等学校出身者を含め全般にわたり入学難に陥ったものであって、特定 大学のみの、あるいは朝鮮人のみの現象ではないことがあいついで指摘された。なかには、専門部・予科のほうで前年よりも朝鮮人 者が若干増えたという大学の事例も報告されている。朝鮮側からは、 「朝鮮人学生の 率の悪さ 原因に いてこの席上で初めて知 」 「 難の理由が一般によく分かるようにしてもらい い」とい た反応があった。《志望先の集中傾向》
次に「内地」側からは、朝鮮人志望者の希望分野が特
定の領域に集中す 傾向のあることを問題視する発言があった。朝鮮人の志望先が法科・政経科に偏し ることに加え、 「内地人」の法科志願者も増えて競争が加熱
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したことから入学難を招来した面があるとの指摘がなされている。そのうえで、朝鮮人の進路を自然科学の領域や実業専門学校に転じること、朝鮮内で学校を増設することが要望されたほか、朝鮮における義務教育の実施もまた求められた。大学・専門 校在学生の「思想問題」の背景には幼児教育・家庭教育の「欠陥」が伏在すること、乳飲み子の頃から精神教育が必要であることなどを挙げ、多少の混乱はあっても義務 完全実施 緊要である いうのである。これらの要請を受けた朝鮮側の応答は次の通りであった。志 先の偏重については、従来は理工系の学問を修得しても農業以外の産業の進展が不充分な朝鮮でその知識・技術を活用できる余地が少ないという経緯が ったこと、しかし今日では朝鮮人の保護者を含めて実業方面へ 進学を勧奨する必要 あることが指摘された。また、義務教育 実施について 研究中であるとしつつも教員の養成・確保が容易でなく、学校の増設につ ても高等専門学校の拡充も急務であるが財政面から困難である、というものであった。そのうえで、 「内鮮一体」の見地からも、当 は優秀な朝鮮人を「内地」に送り出して「内地人」の学生とともに優れた教育を受けることが必要であるとし 、 「内地」側の理解を求めている。　
日中戦争以降、日本政府は高等教育において理工系に
力点を置く政策を打ち出し、この当時も「内地」では理工系の学部・専門学校の新設があいついでいた。進路として理工系・実業方面 勧奨すべきであるとする双方の主張の背景には、理工系の方が に伴う入学枠の拡大があるために入学が相対的に容易であるという点もある。奨学会もまた、ある「求人開拓懇談会」の席上で関係官庁・企業の来会者から「理、工科出身ノ技術者ハ採用シタキモ法、経商科出身者ハ歓迎セス」という声を受け、 「内地進学ノ学徒ハ 科方面ヲ多ク志願セシメ法経文科系統ヲ制限スル如ク指導スル要アリ」と考えていた
（58）。ただ、それに加えて朝鮮人の場合、法科・政経科
への志望の集中について実業方面を蔑視す 伝統的な為政者意識をひきずるものとしてとらえられており、そうした意識を払拭する必要性が志望先の偏重の是正という文脈のなかで語られる側面があった。《 「内地」における「差別待遇」 》
ついで朝鮮側からは、 「内地」側における「差別」の




ぐって「内地」 では、関係各方面の指導・連絡のもとに「思想問題」には充分配慮をしており近年ではその関係の紛議は見られないこと、学内 軍事教練での成績も以前に比べて向上して ることが、個別の応答で述べられた。《入学・銓衡のありかた》
重ねて朝鮮側から、朝鮮人の入学・銓衡にあたっての





員（ 「朝鮮視察団」メンバーを含む）や文部省 奨学会の関係者 まじえ、一九四二年一〇月一九日に「内鮮教育関係者懇談会」が開催された。　
懇談会の議事要録
（61）によれば、 「内地」側からは、入








「内地」側からは、学校において「内地人」 ・朝鮮人間の差別がないことが強調されているが、異郷での生活ゆえか朝鮮人は一箇所にかたまる傾向があり、これが「内地人」にとけこまずによそよそしい感じを与え 一因ではないかという指摘もなされた。また、 「日本精神」や「神代からの歴史的観念 の理解に欠けている面があるため「国史教育」に対する尽力を期待する旨の発言があった。これに対し 側 は、 「国史教育」に特別注意を払っていると応答しつつ 、 「神 尊敬する心」をより一層深めていく余地が多分に 「国体の本義」透徹の方策に関し は現在検討中としている。この点との関係では、奨学会側からも、ただでさえ朝鮮人学生はどの程度まで「国体観念」を持って るのかと鋭い視線
が向けられる存在であることが言明されている。
朝鮮側からは「内地」側への要望事項として、二～四
人の学生ごとに「特別な教員」を任命し、その担当教員が各学生の家庭訪問をおこなうことにより、朝鮮人学生に対し風俗・習慣への理解を促したり「同化」に導くことを挙げた。これに対し「内地」側では、朝鮮人学生を対象とした制度を新たに設けると「区別」と受けとられる懸念があるため、 「内地人」学生と同様に学生の方から教員の自宅を訪問させるようにす こ も一案 する旨の応答があった。






願兵ニ又ハ軍需工場其ノ他ノ職場ニ向ハシムル」ことを、 「内地」側に対しては、 「本会ノ推薦保証セル者ノミヲ入学セシメラレタ」いと求めたほか、学徒志願兵制度の実施にあたり「有資格半島学生ハ一人モ残ラス進テ志願スルヨウ配慮」を要望した。「内地」側の朝鮮視察団メンバーからは、朝鮮における「皇民化運動」について多少疑問があったものの「裏面観察」を通じて「半島人ノ皇民化ハ決シテ形式的表面的ノモノニアラサ コト」を実感したとし、朝鮮側の教育関係者の努力に報いるよう受入側として尽力を期したいとの意思表示があった。ただ、 「家庭ヤ一般社会ニ於ケル国語ノ常用カ之〔学校教育〕ニ伴ハサルトキ 学校ニ於ケル折角ノ努力モ其ノ効果ヲ減殺セラルル慮ナシトセ」ずという懸念を朝鮮側に伝えている。朝鮮側の「内地」視察団からも、 「内地帰リノ半島学








る総合的な対策を立案するた に「外地学生指導対策委員会」が設立され 。そこでの議論の過程でそ 対策は朝鮮人に比重を置くも となり、かつ具体的な内容も朝鮮内の中等学校からの「内地進学」に関わるものへと収斂していった。その具体的な成果は奨学会による「進保証制度」として結実した。このほかに、銓衡にあたり「日本国民として資質優良のもの」を「厳選」すること、理工系・実業方面への進 勧奨や各地域への「分散」配置をおこなうことなどが方針として打ち出されたが これらは後の朝鮮人の「 地進学 対策を大きく規定する内容となった。　
日本側では、これらの方針・対策について、 「内地進
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本精神」徹底の実現につ ては「内地」側からの懸念は払拭されなかった。他方、教育の現場にあって朝鮮人なかの「ドウシテモ割リ切レザルアル一点」を意識せざるを得ない朝鮮側にとって、 「内地」側から表明される様々な懸念は朝鮮の実情を理解しないものと て映ったと見られる。朝鮮内での義務教育の実施や高等教育機関の増設といった「内地」側の要請について、総督府を含めて朝鮮側にはこうした構造面 ふみこむ対策 断行できるだけの力はなかった。 内で教育体制の整備を政策的に進めることができなかったことと、そして朝鮮統治に伴う民族矛盾をめぐ 認識の度合い 違いがあいまって、送り出す側 受け入れるとの間に齟齬が確認されるよう 思われる。
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　 1941年度 1942年度 1943年度 1944年度
　 人数 人数 学校数 人数 学校数 人数 学校数
大学学部 1,914 1,354 47 1,542 47 242 34
高等学校・大学予科 1,204 910 66 879 66 234 45
男子専門学校 5,373 4,165 178 3,871 195 802 149
女子専門学校 413 342 54 241 57 112 32
小計 8,904 6,771 　 6,533 　 1,390 　
　 　 　 　 　 　 　 　
中等学校 9,000 9,106 　 11,756 　 10,902 3,579
各種学校 8,500 8,231 　 8,000 　（数値なし） 　
総計 26,404 24,108 　 26,289 　 12,292 　




　大学学部 1,224 1,376 71
　高等学校・大学予科 745 690 75
　男子専門学校 3,609 3,298 384




　大学学部 130 166 171
　高等学校・大学予科 165 189 159
　男子専門学校 556 573 418






























二〇〇三年） 八頁。朴成河 日本帝国の解体 朝鮮人『内地留学』の終焉」 （ 『在日朝鮮人史研究』第四二号、二〇一二年） 、九七頁。（5）
市川訓敏「戦時体制下における『道義錬成』 」 （ 『関西大学人権問題
研究室紀要』第一 号、 九八六年） 、一〇九頁。（6）「半島学生を指導訓練」 『東京朝日新聞』一九四一年二月二三日付。もっとも、これは朝鮮人に限ったことでなく、当時は日本人学生によるカフェ・バーへの出入りも問題視されていた。
















朝鮮奨学会理事長「朝鮮人入 志願者 対 保証推薦ノ件」 （高
専諸学校長あて）一九四三年一 月、同「朝鮮人生徒ノ上級学校進学ニ関スル件」 中等 校長あて） 九四三年一一月（ 「奨学会関係」第一冊所収） 。（16）「朝鮮奨学会運営に就て」 （国立国会図書館憲政資料室「大野緑一郎関係文書」 ） 。
（17）
朝鮮総督府学務局長「内地高等専門諸 校志望ノ朝鮮中等学校出身









二〇日（ 「奨学会関係」第二冊所収） 。（21）「在京朝鮮学生懇談会」 （一九四三年五月一五日開催。 「奨学会関係」第二冊所収） 。
（22）












修了者ノ内地高等諸学校ヘノ進学ニ関スル件」一九四四年一 月二九日（ 「奨学会関係」第三冊所収） 。
（27）
竹内徳治あて岩下雄三書簡、一九四五年二月二七日（ 「奨学会関係」










「外地学生指導対策委員会名簿」 （ 「奨学 関係 第一冊所収）によれば、委員は次の通りである 名簿には二種類あり、若干の異同があるものの前後関係が不明である。＊は一方の名簿には名前が見えない人物を示す） 。委員長：永井浩（文部省専門学務局長） 、委員：文部省＝有光次郎
（文部書記官） ・伊藤日出登（同） ・本田弘人（同） ・石丸敬次（同） ・鈴木栄二（同） ・西崎恵（同） ・劔木亨弘（教学局教学官） ・宇野喜代之介（文部省督学官） ・水野敏雄（同） 、内務省＝村田五郎（内務事務官） ・横山重一 内務理事官 、拓務省＝橋爪恭一（拓務書記官 ・金井温治（同） 、厚生省＝青木秀夫 厚生書記官） ・＊中田政美（厚生書記官） ・植田俊夫（ 事務 武田行 厚生協和官 司法省＝太田耐造（司法書記官） ・岡本吾市（同） ・市原分 検事） 、警視庁＝榎本三郎（警視庁警視） ・菅原太一郎（警視庁警部） ・＊緒方竹次郎（警視庁警部） 、東京保護観察所＝長谷川瀏（東京保護観察所所長） ・＊中野俊助（東京保護観察所保護司） 、東京府＝＊谷口徳治 東京府
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地方事務官） ・＊松岡一郎（同） ・安藤専哲（東京府社会事業主事） 、協和会＝弓削幸太郎（中央協和会常務理事） ・＊中野俊助（東京府協和会評議員） 、朝鮮奨学会＝大竹十郎（朝鮮奨学会理事長） ・中島信一（朝鮮奨学会指導部長） ・野呂顕太郎（朝鮮奨学会庶務・保護部長） 、日本拓殖協会＝杉本良（日本拓殖協会事業部長 。ただし、委員会の会合には委員以外の関係者の参加も見られるため、委員と出席者とは一致しない。（34）「第二回外地学生指導対策委員会議事要領」および「第二回委員会協議事項」 （ 「奨学会関係」第一冊所収）による。
（35）
「外地学生指導対策委員会臨時候補者」 （ 「奨学会関係」第一冊所収） 。
（36）
なお、台湾関係では杉本良（日本拓殖協会事業部長） ・林熊光（大
成火災保険株式会社社長）が候補とされたが、 二回委員会では決定されず、後日を改めて選定することとされた。（37）「第三回外地学生指導対策委員会協議要領」および「第三回外地学生指導対策委員会協議要項」 （ 「奨学会関係」第一冊所収 による。
（38）
















（ 「奨学会関係」第二冊所収） 。（48）　「遠山日誌」一九四二年九月一二 条、 『日誌』三三 頁。
（49）　「学生連絡員名簿」 （ 「奨学会 」第二冊所収） 。
（50）












「内地在学半島学生問題―内地大学職員朝鮮視察団を中心とする座談会」一～六 『毎日新報』一九四二年一〇月九日～一四日付 による。座談会の参加者は次の通りである。板垣三郎（専修大学教務部長） ・林□海（大正大学学生主事） ・小沢恒一（早稲田 副幹事兼教務課 若林勝太郎（中央大 庶務課長） ・吉田孝一 東洋大学教
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授） ・常谷幸雄（東京農業大学学生主事） ・黒須金次郎（上智大学学生徒監） ・福士政一（日本医科大学教授） ・水越順作（明治大学教務課長） ・佐々木良吉（日本大学教務課長） ・衛藤即応（駒沢大学教授兼学部長） ・本庄桂輔（立教大学教授兼学生主事） ・村山智順（奨学会主事） ・高橋浜吉（教学官） ・韓相龍（中枢院顧問） ・高元勲 中枢院参議） ・烏川僑源（国民総力朝鮮連盟事務局総務部長 渡辺豊日子（元総督府学務局 古川兼秀 総督府警務局保安 本多武夫 総督府学務局 課 小出直三郎（教学官） ・尾高朝雄（京城帝国大学教授） ・琴川寛（京畿高等女学校校長 中島信一（奨 会指導部長） ・金川聖（毎日新報社社長） ・片岡孫九郎 毎日新報社専務 金本東進（毎日新報社常務 徐椿（毎日新報社主筆） ・鄭寅翼（毎日新報社編輯局長） 。
　　
立教大学では当初、阿部三郎太郎（教授・学生課長）の派遣を決定





一四日、 「大学職員朝鮮視察団ノ視察概況ニ関スル件」一九四二年一一月四日（ 「奨学会関係」第一冊所収） 。（61）　
前掲「内鮮教育関係者懇談会ニ関スル件」一九四二年一〇月三一日、
「朝鮮中等学校長市内大学視察ノ件」 （ 「奨学会関係」第一冊所収） 。（62）　「半島学生指導座談会―東京教育関係者視察団を迎えて」一～三
（ 『毎日新報』一九四三年一〇月一七・一九・二一日付）による。座談会の参加者は次の通りである。伊藤省吾（明治大学庶務課長） ・江家義男（早稲田大学教授 ・桜井彦四郎（日本体育専門 校庶務課長） ・五十嵐喬（中央大学教授） ・高木之武 拓殖大学教授） ・松本良三（慶応義塾大学学生主事 ・三木韶（武蔵高等工業 校教授） ・谷田沢隆甫（東京文理大学学生課長） ・岩下雄三（奨学会指導部長） 川名勇（奨学会主事補） ・高橋浜吉 京城師範学校教授） ・岩村俊雄（京畿中学校校長） ・金川聖（毎日新報社社長） ・小野 毎日新報社専務） ・金本東進（毎日新報社専務） ・鄭寅翼 毎日新報社編輯局長） ・李（毎日新報社政経部長） 。（63）　「内鮮教育関係者懇談会状況報告ノ件」一九四三年一〇月二七日
（ 「奨学会関係」第一冊所収）による。（64）　
前掲「未公開資料
　
朝鮮総督府関係者録音記録（１）十五年戦争下
の朝鮮」一二五頁、宮田節子監修「未公開資料
　
朝鮮総督府関係者録
音記録
14）朝鮮植民地教育―教育実態と政策」 （ 『東洋文化研究』第
一五号、学習院大学東洋文化研究所、二〇一三年三月）二八一・二八二頁。（65）　「技術家養成が急務／朝鮮教育界の感想」 『京城日報』一九四二年一〇月一二日付。
（66）　
朝鮮視察団による感想通信の報告書、一九四三年一〇月二二日
（ 「奨学会関係」第二冊所収） 。
